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１．編集方針 

 

 「環境報告書２０１２」は、独立行政法人水産大学校における第７回目の環境

報告書として、平成２３年度の活動を中心に報告します。 

 

（１）報告対象期間 

   平成２３年４月～平成２４年３月。ただし内容によって平成２４年４月以降

のもの、及び平成２３年３月以前のものを含めています。 

 

（２）参考にしたガイドライン等 

   環境配慮促進法〔注〕の記載要求事項に準じて、自主的な記載項目を設定し

て作成しています。 

 

（３）次回発行予定 

   平成２５年９月発行予定 

 

（４）作成部署、連絡先 

   独立行政法人 水産大学校 総務部 

   〒７５９―６５９５ 山口県下関市永田本町２－７－１ 

   ＴＥＬ：０８３－２８６－５１１２ 

   ＦＡＸ：０８３－２８６－２２９２ 

   ホームページ http://www.fish-u.ac.jp/ 

 ※本報告書に関するご意見・ご質問は上記までお願いいたします。 

  

 〔注〕環境配慮促進法＝環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配    

慮した事業活動の促進に関する法律 
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２．ご挨拶 

 

  本校は、農林水産省を主務省とした、わが国で唯一の水産専門の高等教育機関

です。昨年、創立以来７０周年の節目を迎え、これまで国内外の水産業及びその

関連分野の第一線で活躍する多くの優秀な卒業生を送り出し、我が国水産業の発

展に貢献してきました。 

 平成１３年より「独立行政法人」となり、「独立行政法人水産大学校法」に規

定された設置目的である“水産業を担う人材の育成”を達成するため、全職員が

一丸となって、教育及び研究の充実・高度化に取り組んで参りました。 

 昨年度からスタートした第３期中期計画（２３～２７年度）では、これまで以

上に教育への重点化を図り、①現下の水産業の課題、水産施策を理解し、関連政

策の普及浸透を担いうる知識と技術を備えるための教育、②実習等の実地教育と

座学を組み合わせた実学教育、③生産から消費まで有機的に関連する水産業の総

合的な教育、④社会の中で多様な人々とともに仕事を行う上で必要な社会人基礎

力を高める教育を推進しています。 

 さらに、今般の政府による独立行政法人の制度及び組織の見直しの中で、本校

は今後、独立行政法人水産総合研究センターとともに、水産分野の人材育成機能

と研究開発機能をより拡充させた新たな法人に移行することとされています。本

校としては、これまで実施してきた水産教育を更に発展させ、水産に関する幅広

い見識と技術を身に付け、水産現場において指導的立場で活躍しうる人材を育成

し、社会への貢献を図ってまいります。 

また、未だ大きな爪跡を残す東日本大震災においては、被災された地域の多く

は水産業が基幹産業となっており、これらの地域の復興には水産業の復興が不可

欠です。水産業の担い手の育成を使命とする本校としましても、一日でも早い復

校を願っておりますとともに、復興に向けて引き続き最大限の協力を行ってまい

る所存です。 

 

今年度の報告書では、本校内での先行的な環境活動の事例を中心に取り組みを

紹介させていただくとともに、前回報告した内容については最新の内容に改訂い

たしました。 

 本報告書を通じ、本校の活動内容や環境との関わり等についてご理解いただき

ますとともに、今後、より良い環境報告書とするため、皆様からのご意見をお寄

せいただければ幸いです。 

独立行政法人水産大学校 

 理事長 鷲 尾  圭 司 
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３．環境配慮の方針  

  水産大学校は、水産に関する学理及び技術の教授及び研究を行うことにより、

水産業を担う人材の育成を図る独立行政法人です。 

  この事業を進めるにあたっては、学生に対する環境教育を推進するとともに、

全ての事業活動にわたって環境への配慮を常に心がけ、以下を環境配慮の方針と

します。 

 

（１）環境保全に係る法令等の遵守 

   「国連海洋法条約」「生物多様性条約」等の国際的な法規範を遵守し、「環

境基本法」「循環型社会形成推進基本法」「環境配慮促進法」等の関係法令を

遵守して事業を推進します。 

 

（２）環境教育の推進 

水産業の持続的な発展のためには、海、河川、湖沼等の環境を保全・修復す

るとともに、地球温暖化等の環境変化の状況を知って適切な対応をとることが

不可欠です。水産大学校では、これからの水産業を担う人材を育成するため、

授業及び研究の場はもとより実験実習等での環境への実践教育を推進します。 

 

（３）事業活動における環境負荷の低減 

   事業活動では、省エネルギーの推進や温室効果ガス排出削減、廃棄物の抑制

等に努め環境への負荷を低減します。 

 

（４）適正な管理体制の構築 

   化学物質や危険物等の適正な使用及び管理を徹底するために、環境、安全、

衛生に関する指針等を策定し、また、管理者の明確化や職員等への啓発活動に

より管理体制の構築を行います。 

 

（５）社会活動への参加 

   下関市「地球温暖化対策地域協議会」への加盟や山口県「ＣＯ２削減県民運

動」で、ノーマイカーデーやエコドライブ等の活動に参加します。 
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４．独立行政法人水産大学校の沿革と役割 

 

（１）沿革 

  昭和１６年 ４ 月 朝鮮総督府釜山高等水産学校設立 

  昭和１９年 ４ 月 釜山水産専門学校と改称 

  昭和２０年 ８ 月 終戦に伴い釜山水産専門学校は解散 

  昭和２０年１２月 農林省は釜山水産専門学校引き揚げ学生の水産講習所への

転入学を許可 

  昭和２１年 ５ 月 水産講習所下関分所を開設し、漁業、製造及び養殖の 3 科

を設置 

  昭和２２年 ４ 月 水産講習所は第一水産講習所と改称、下関分所は第二水産

講習所となり漁業、製造、機関及び増殖の４科を設置 

  昭和２５年 ８ 月 教養学科を設置 

  昭和２７年 ４ 月 第二水産講習所を水産講習所と改称（昭和２５年４月 第

一水産講習所は東京水産大学（現 国立大学法人 東京海

洋大学）として文部省に移管） 

  昭和３８年 １ 月 水産講習所を水産大学校と改称 

  平成 ４ 年 ３ 月 学位授与機構より本校卒業生には学士（水産学）の学位が

授与される 

  平成 ６ 年 ４ 月 水産学研究科（大学院修士課程相当）を開設 

  平成 ９ 年 ４ 月 学科改組により学科名及び教室・講座名を改称 

  平成１３年 ４ 月 独立行政法人水産大学校と改称 

  平成１７年 ４ 月 一部学科名（食品化学科を食品科学科）及び講座名を改称  

平成２０年 ４ 月 一部学科名（水産情報経営学科を水産流通経営学科）及び 

講座名を改称 

平成２１年 ４ 月 JABEE（一般財団法人 日本技術者教育認定機構）より本

校の教育プログラムが日本技術者教育認定基準に適合し

ていると認定される 

  平成２２年 ４ 月 講座再編により１学科３講座制から２講座制に見直し、

講座名を改称 
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（２）役割 

   独立行政法人水産大学校は、「水産業を担う人材を育成」するため、 

  ① 水産の技術や経営、政策等に関する幅広い見識と技術を身に付けた人材 

   ② 農林水産省の下に設置された高等教育機関として、政策課題に対応し、実

学に立脚した人材 

   ③ 社会人基礎力を身に付け創造性豊かで水産現場での問題解決能力を備えた

人材 

     以上の人材を育成し、水産業やその他の分野に供給し、社会への貢献を図っ

ています。 

 

５．独立行政法人水産大学校の教育概要と事業収支 

 

（１）教育概要 

    独立行政法人水産大学校では、水産に関連する分野を担う有為な人材を供給

するため、本科（４年）並びにその教育に立脚した専攻科（１年）及び水産学

研究科（２年）において、広く全国から意欲ある学生を確保することに努め、

水産に関する幅広い見識と技術を身に付けさせ、創造性豊かで水産現場での問

題解決能力を備えた人材の育成を行っています。 

 

① 本科 

    本科では、水産全般に関する基本的な知識の上に各学科の専門分野の教育・

研究を体系的に行い、水産の専門家として活躍できる人材を育成します。 

   卒業者には、独立行政法人大学評価・学位授与機構から、学士（水産学）の

学位が授与されます。 

   また、本科を卒業し JABEE 認定プログラムを修了した者は、技術士第一次試

験が免除されます。 

 

・水産流通経営学科 

   近年、欧米諸国の健康志向や発展途上国の経済発展によって、水産物需要は

世界的に拡大しています。日本では、国民の健康志向や食の安全意識が高まり、

新鮮かつ安全な国内水産物への期待が高まっています。しかし、現在、国内の

漁業や漁村、世界の水産物流通など国内外の水産業を取り巻く環境が大きく変

化しています。このようななかで、国民に対して安定的に水産物を供給し続け

ていくことや、国内水産業、漁業地区、漁村を再構築していくことが求められ

ています。 
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水産流通経営学科では、社会科学的なアプローチによって水産物の生産や流

通、消費における経済活動や社会現象、それらを支える水産政策、関係する文

化や歴史について、水産業の現場や地域社会に根ざした実践的な教育と研究を

行っています。その成果を基に、将来にわたる安定的な水産物供給を望む国民

の期待に応えるため、水産業の中心的役割を担うことができる人材を育成して

います。 

 

・海洋生産管理学科 

    海洋生産管理学科では、水産資源―海洋環境―生物管理に関わる分野を科学

的手法によって解明し、船舶の最新技術をもって水産資源を持続的、計画的に

利用するとともに、２１世紀における新しい水産業を展開するために必要な基

礎的な学理をはじめ、幅広い理論や応用技術に関する教育、研究を行っていま

す。 

   本学科卒業後、連接する専攻科船舶運航課程に進学すると、水産および海洋

に関する幅広い知識と高度な技術を兼ね備え、国際航海に従事する船舶の船長

や航海士になるための海技免状を取得することができます。 

 

・海洋機械工学科 

   海洋機械工学科では、物理を中心に生物や化学も取り入れた海洋・水産技術

と機械工学との融合を図り、新たな技術分野を切り拓くための教育・研究を行

っています。水産関連業界に生産性の向上をもたらす機器の設計・開発、水産

資源を持続的に利用するための海洋環境の保全などに関わる知識と技術を幅広

く修得し、海洋、船舶、水産食品などに関連する機械分野で中心的な役割を担

い、活躍ができる人材を育成します。 

   本学科卒業後、連接する専攻科舶用機関課程に進学すると、舶用機械と水産

に関する幅広い知識と高度な技術を習得でき、国際航海に従事する船舶の機関

長や機関士になるための海技免状を取得することができます。 

 

・食品科学科 

    食品科学科では、水産物の健康増進機能や、水産食品に由来する危害、さら

には水産物の高度利用技術についての教育・研究を行っています。水産加工技

術、保存技術、水産物の成分化学の基礎、食品の安全・衛生に関する知識、食

と健康に関する知識、環境に関する知識などを習得し、安全で機能性に優れた

水産食品の開発・供給の分野を中心に活躍できる人材を育成します。 
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・生物生産学科 

    自然環境との調和を図りつつ水産資源を持続的に利用する方法、および水産

動植物の増養殖に必要な基礎学理から最新の応用技術までの総合的な教育・研

究を行っています。卒業時には官公庁や水産現場などで指導的役割を担い、高

い問題解決力を有する人材となるよう力を入れています。また、増養殖業など、

つくり育てる漁業を支える後継者の育成にも努力をしています。 

 

② 専攻科 

     本校の海洋生産管理学科または海洋機械工学科で、海技士となるために必要

な学科目を履修し卒業した者、またはこれと同等以上の学力技能があると認め

られた者を対象として、修業年限 1 年の船舶運航課程ならびに舶用機関課程の

専攻科を設置しています。 

   練習船による乗船実習や講義を通して、新時代の水産界を担う漁業生産技術

者・船舶運航ならびに舶用機関・水産関連技術者としての基礎を培います。 

   専攻科を修了し、要件を満たした者は専攻の分野により三級海技士（航海）

あるいは内燃機関三級海技士（機関）の資格取得の際、筆記試験が免除されま

す。また、第一級海上特殊無線技士の免許が与えられます。さらに、船舶運航

課程修了者には、一級小型船舶操縦士免許が与えられます。 

 

③ 水産学研究科 

  本科または大学で身に付けた水産に関する専門知識と技術を基盤にして、よ

り広い視野からの専門性の高い知識と研究手法に関する教育・研究を行ってい

ます。水産業・水産行政・調査研究等で求められる現場での問題解決、水産施

設、研究等の企画、遂行、取りまとめ等に係る高度な能力を持つ人材の育成を

目標としています。 

   修了者には、独立行政法人大学評価・学位授与機構の論文審査を経て、修士

（水産学）の学位が授与されます。 

   水産学研究科には、水産技術管理学専攻と水産資源管理利用学専攻の２大専

攻があり、それぞれの専攻には、さらに２つの専攻分野があります。 
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（２）事業収支概要 

 ２３年度の収入における運営費交付金等の額及び支出における人件費、業務

費等の額は、次のとおりです。 

 

平成２３年度収入（決算） 

区 分 金額（千円） 

運営費交付金 1,968,701 

政府補助金等収入   21,144 

施設整備費補助金 202,818 

受託収入 112,680 

諸収入 570,199 

  授業料収入 475,178 

  その他収入 95,021 

計 2,875,542 

  

平成２３年度支出（決算） 

区分 金額（千円） 

業務経費 521,027 

  教育研究業務費 130,163 

  練習船業務費 311,859 

  学生部業務費 56,641 

  企画情報部業務費 22,364 

政府補助金等事業費 21,144 

施設整備費 202,818 

受託経費 112,680 

一般管理費 185,962 

人件費 1,724,592 

計 2,768,222 
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６．独立行政法人水産大学校の組織と役職員数 

 

 

（１）組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）役職員数（平成２４年４月） 
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７．水産大学校の最近の環境保全・改善に関連した主な研究成果 

 

 

 
（１）水産生物資源の定量的モニタリング手法に関する研究 

 

研究の目的 

漁業から独立した情報あるいは方法に基づいて、水産生物資源を定量的にモニタリング

するため、練習船の音響・光学技術など次世代の先端技術を駆使して、動物プランクトン

から魚類に至る水産生物資源を直接推定・評価するための手法開発を行っています。 

 

研究の成果と水産業への貢献の期待 

 音響・光学技術などを使い、天然礁や人工魚礁などの詳細な海底地形を把握するととも

に、その周辺に分布する広域な動物プランクトンや魚類の分布特性を調べる手法は、海洋

生物を漁獲という方法に頼らずにモニタリングが可能となり、今後、魚礁域において新た

な漁場造成を策定する上で必要不可欠な調査手法になると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人工魚礁域を対象とした計量魚探機による音響モニタリングの 

模式図                                                          ２周波計量魚探機より得られた魚探反応の中から魚 

 Schematic diagram of the hydro-acoustic monitoring for marine      群反応のみ抽出した結果  

 resources in the artificial reef area.                   Acoustically identified fish school around the arti- 

ficial reef, using a difference between mean volume- 

                                                                  backscattering strength at two frequencies.    
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（２）選択的漁法および混獲防除技術の開発 

 

研究の目的 

燃油の高騰化、水産資源の減少など昨今の水産業を取り巻く状況は年々厳しさを増して

います。水揚量の減少に歯止めをかけ、水産物の自給率を向上させるためには、持続生産

可能な漁業へ技術革新を進めなければなりません。本研究は選択漁獲技術の開発による資

源への負荷の軽減や省人・省力化を進めて、次世代漁業の構築を目指します。 

 

研究の成果と水産業への貢献の期待 

 水槽実験では、光色の違いによるカタクチイワシとマアジの魚群行動特性の違いを把握

しました(Fig. 1)水槽実験に基づいて作成した試作ＬＥＤ集魚灯を使用した海上実験では、

既存灯と遜色ない漁獲、個体の大小を選択漁獲できる傾向の確認ができました(Fig. 2)。

さらに。このような魚種選別、サイズ選別を行う技術が確立されれば、次世代漁業の構築

に大きく寄与できるものと考えます。 

 

 

 

 

Fig.1 赤色 LED に対するカタクチイワシ   Fig.2 海上実験における光源(ハロゲン・LED)に対して  

     とマアジの行動軌跡           それぞれ蝟集したカタクチイワシの体長組成 
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（３）環境対応型モデル漁村のエネルギー供給システムの構築に関する 

研究 

 

研究の目的 

この研究は、自然エネルギーから効率的にエネルギーを取り出すための基礎的研究を行

うとともに、地理的に都市部から隔離している漁村や漁業関連施設等へ、そのエネルギー

を供給するためのシステムを構築することを目的としています。 

 

研究の成果と水産業への貢献の期待 

 近年、温室効果ガスの排出低減を始めとした持続可能な循環型社会の構築が求められて

おり、水産業界も例外ではありません。漁村や漁業関連施設等は、自然環境には恵まれて

いるものの、地理的には都市部と隔離され、自然災害等によるライフラインの寸断も起こ

ります。 

 この研究では、太陽光・太陽熱を効率的に電力・温水・冷水に換え、独立した地域固有

のエネルギー供給システムとして構築することで、漁村の再生・地域活性化が推進され、

同時に環境対応漁村が実現されることを目指しています。 

 

 

 

 

 

    エネルギー供給モデルフロー図               研究用パネルでの実験 

 

 

 

                    12



 

 

 

 

（４）水産動物の生育環境改善と増殖に関する研究 

 

研究の目的 

浅海域から汽水域、さらに河川や湖沼における水産対象種の生育環境を改善し、水産業

における生物資源の増殖のための研究を行っています。河川生物には、海と川を往来する

通し回遊種も多く、内水面漁業の有用種であるアユ、ウナギ、モクズガニなども含まれて

います。河川には、生物の増殖の妨げとなっている堰堤などの構造物がたくさんあります

が、構造物や周辺生物の生息環境を調査し、魚道等の改修を行うことにより河川生態系の

再生を目指しています。 

 

研究の成果と水産業等への貢献の期待 

これまでは、比較的大きな規模の河川しか構造物等の調査は行われて来ませんでしたが、

有用種の生物資源の維持や増殖のためには、中小の２級河川の生態系も重要となってくる

ことから、調査範囲を広げ研究を展開しています。 

魚道の改修においては、山口県との共同研究を通じ「水辺の小わざ」魚道（粗石付き斜

路式魚道）の設置も行われ、通し回遊種の遡上も確認されています。現場の漁業者からも

好評で、他県からの問い合わせもたくさん来ています。 

天然の生物資源の確保が、内水面漁業の振興の重要なポイントであるため、段差を解消

し河川生態系をつないでいくことは、益々重要となってくると考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  共同研究の成果をまとめた『水辺の小わざ』   漁業者・山口県・水産大学校の産学官が協働して 

      （山口県刊行物）          つくった椹野川『水辺の小わざ』魚道    
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８．環境配慮への取り組み 

                                   

（１）環境、安全衛生に関する委員会等の設置 

 

 環境及び安全衛生に関する委員会等を設置するとともに、各種の規程の整備

及びそれぞれの規程に基づく管理者・責任者・推進者等を任命し、管理体制を

構築しています。   

 

   
設置されている主な委員会等 関連する法人内の規程等 

安全衛生委員会 安全衛生管理規程 

船員安全衛生委員会 船員安全衛生管理規程 

グリーン調達推進委員会 環境物品等の調達の推進を図るための方針

防火管理委員会 防火管理規程 

組換えＤＮＡ実験安全委員会 組換えＤＮＡ実験安全管理規程 

病原微生物実験安全委員会 病原微生物実験安全管理規程 

交通安全指導委員会 構内交通規則 

温室効果ガス排出抑制実施計画推進本部 温室効果ガス排出抑制実施計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）環境、安全衛生に関する資格取得者 

 

   環境及び安全衛生管理のため、関連する資格の取得を促進しています。 

   平成２３年度末における資格取得者は、次のとおりです。 

   

資格名称 取得者数

第１種衛生管理者 ３人 

船舶衛生管理者 ２人 
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（３）グリーン購入への取り組み                               

 「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」（平成１２年法律第１０

０号）に基づき、環境物品の購入を積極的に進めています。 

  

 平成２３年度特定調達実績  

    

特定調達分野 総調達量 特定調達物品等の調達量 調達率 

紙類 １０，２１４㎏     １１，６４４㎏ 100% 

文具類等 １７，０４５個     ２６，４５４個 100% 

オフィス家具等    ２４６台        １０４台 100% 

ＯＡ機器等  ３，８６２台      ４，０６６台 100% 

家電製品      ４台          ３台 100% 

ｴｱｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅｰ等 ２台 ０台 100% 

温水器等 １台 ０台 100% 

照明    １１９個        ２８５個 100% 

制服・作業服     ５４点      ４０点 100% 

作業手袋 １３，４１２組 ５，７６２組 100% 

その他の繊維製品     ２８枚         ７５枚 100% 

   

 

（４）社会貢献としての環境活動                               

   本校では、特色のある教育研究の成果を活かし、一般の方々や水産関係者を

対象として、以下のような活動を積極的に行っています。 

   また、産学官連携による受託研究、研究の成果を用いた技術指導など、様々

な形で社会への貢献を行っています。 

   なお、平成２３年３月１１日に発生した東北太平洋沖地震の被災地へ練習船

「耕洋丸」を派遣し、支援物資運搬等の支援を行いました。 

 

○ 公開講座 

平成２３年度テーマ：「漁業維新－山口発 新しい漁業への取組－」 

平成２２年度テーマ：「魚醤―魅惑の水産発酵食品―」 

平成２１年度テーマ：「エコ技術を水産業へ―車の次は漁船もエコ！―」 

平成２０年度テーマ：「だれが獲る？明日のさかな－燃油高騰や食の不安が

広がる中で－」 
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   平成１９年度テーマ： 「知らなかった！マグロの資源と消費の現状（いま）」  

平成１８年度テーマ：「大型クラゲの大量出現 その対策に挑む」 

 

○オープンラボ 

    市立しものせき水族館（海響館）１階の常設オープンスペースで、本校教

員によるオープンラボを実施しています。海藻おしばアート、バフンウニの

発生実験など海の生きものに関する展示、実演などを周年に渡り２０テーマ

程度実施しています。年間を通じ１万８０００人以上（２３年度実績）の入

場者がありました。 

 

○水産関係者への研修等 

    本校では、教育機関水産団体からの要請に応じ、生徒や水産関係者への研

修を実施しています。平成２３年度は、産業・理科教育教員派遣研修の一環

として、水産高校の産業教育・理科教育担当教員に研修を実施したほか、漁

業者対象の講習会などの講師として、全国各地に教員を派遣しました。 

 

     

（５）太陽光発電システムの導入 

   現在建設中の多目的学生教育棟は、太陽光発電システムを導入する環境に

配慮した建物を目指し、平成２４年度完成に向け工事が進んでいます。また、

既存施設である講義棟周辺と舶用機械総合実験棟の太陽光発電システムを併

せて活用し、二酸化炭素削減に努めます。 

教職員及び学生への環境問題意識の啓発とともに、二酸化炭素削減などの

環境保全に取り組んでいます。 

 

（６）ノーマイカーデーへの取り組み 

   日常生活からの温室効果ガス排出量削減を目的に、平成２０年６月１日に 

  設置された「下関市地球温暖化対策地域協議会」に参画し、同協議会が毎月

第３金曜日に実施している「下関市ノーマイカーデー」の取り組みに積極的

に参加しています。 

 

（７）省エネルギー推進チームの設置 

   「エネルギーの使用の合理化に関する法律」の趣旨を踏まえ、学内に省エ

ネルギー推進チームを設置し、地球温暖化の防止、エネルギー資源の有効活

用及びエネルギー関係経費の節減を目的とし、省エネルギーの推進について
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全学的に取り組んでいます。 

 

（８）主要エネルギー・物質等の使用量及び排出量 

 平成２３年度における、水産大学校における電気・ガス等エネルギー、上水

・用水及び主な資源・物質等の投入量・使用量及び排出量は以下のとおりです。 

   

  物質等区分 単位 平成２２年度 平成２３年度 補足説明

  電力 ｋＷｈ 3,528,365 3,377,602   

投 上水道 ㎥ 82,896 65,611   

入 プロパンガス ㎥ 3,523 3,038   

・ ガソリン ℓ 3,332 3,397   

使 軽油 ℓ 2,700 2,100   

用 灯油 ℓ 20,544 19,994   

量 重油（主に船舶用燃料） ℓ 1,375,390 1,469,756   

  用紙 ｔ 10.2 10.7   

  汚泥 ㎥ 427.5 19   

廃油 ℓ 1559.4 0   

廃酸・廃アルカリ ℓ 834.4 0   

金属くず ｔ 12.0 2.9   

木くず ｔ 1.7 0   

紙くず ｔ 12.3 11.7   

排
出
量 

廃プラスチック ｔ 2.5 1.8   

  ｶﾞﾗｽ・磁器くず ｔ 3.6 2.6   

 

 

（９）温室効果ガス排出抑制への取り組み 

   水産大学校では、地球温暖化の抑制に貢献するため、温室効果ガス排出抑制

実施計画を策定しています。 

   この計画では、毎年度、本校の温室効果ガス排出量を公表するとともに、種

々の取り組みにより、平成１６年度を基準として平成２４年度までに、事務事

業に伴う温室効果ガス排出量を８％以上削減することを目標としています。 

   平成２２年度の実績では、平成１６年度比１１．１％削減を達成しましたが、

平成２３年度は、平成１６年度比８．６％削減（前年度比２．９％増加）とな

り、目標を僅かに上回り昨年に続いて単年度での目標達成となりました。各種
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エネルギーとも削減傾向にありますが、前年に比べ、船舶運航の差異にともな

う燃料微増や本校での環境対策実証研究等の重油消費が増加したことなどによ

り、目標に比べ削減率が僅か上回ったものと思われます。 

引き続き、平成２４年度以降についても、前述の目標を達成すべく温室効果

ガスの排出抑制に努めます。 

 

 

 

 

 


